
令和5年度長官所長会同・議事概要

（6月14日、 15日実施）

1 6月14日、15日の両日にわたり、最高裁判所において、高等裁判所長官、

地方裁判所長及び家庭裁判所長会同が開催された。

本年の会同においては、裁判所の紛争解決機能を全体として高めていくための

司法行政上の方策について、協議を行った。これまで裁判所の紛争解決機能を全

体として高めていくための方策として、部の機能の活性化について取組が進めら

れるとともに、各分野において審理運営の改善に向けた取組が継続的に行われて

きた。現場の各裁判官が、 これらの取組の効果を実感できているか、取組に向け

られた労力や負担はどうかといった観点から、裁判手続のデジタル化を見据え、

また、裁判官の置かれた環境や働き方に関する意識の変化を踏まえ、裁判官全体

として、最も効果的にその能力を発揮し、司法サービスの提供を充実させていく

ための方策につき意見交換を行った。

これまでの部の機能の活性化や審理運営改善の取組は、部全体の事件処理への

目配りや争点に即した形での審理を志向するものであり、裁判の質（裁判の迅速

性を含む｡）の向上を図ろうとするもので､一定の成果を上げつつあるとの意見が

あった一方、事件が複雑困難化し、その事件処理の負担が重くなっていることや

ワークライフバランスの観点を踏まえると、 これらの取組には一定の負担がある

ことは否定できないとの意見があった。他方で、これらの取組は、合理的・効率

的審理も志向するものであり、事件処理の負担を軽減する効果もあることから、

今まで以上に事件処理に即したものとするなど一層の合理化・効率化を図って、

その効果をより実感できる形で進めていく必要があるのではないか、 といった指

摘があった。また、裁判事務のデジタル化は、事件処理に対する負担感を改善す

る重要な手段となり得るのではないかとの意見も多数あった。

さらに、必要な技法の継承を意識的に行うなど、若手を含めた陪席裁判官の負
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担感を軽減するための方策がこれまで以上に重要である、所長としては、これら

の取組の目的や意義を踏まえ、そのための活動につき適時適切にスクラップアン

ドピルドを行うべきであるといった意見が出されたほか、各裁判官が主体的、 自

主的に、かつ失敗を恐れずに挑戦できる環境作りに努め、その中で成功体験を積

み重ねることができるようにすること、若手裁判官の悩みに寄り添った助言を行

うなどきめ細かく対応していくことが求められるといった議論がされた。最高裁

や司法研修所も、研修等に参加する裁判官の意見や感想を把握し、 これを的確に

反映した研修等や情報提供を実施するなどの工夫が必要であるとの意見も出され

た。

2所管事項説明

事務総局から参加者に対して記録廃棄の問題が最高裁の不適切な対応に起因し

ている等の報告書の要点を改めて説明するとともに、各庁の協力を得ながら、適

切な記録の保存のための作業を進めていくつもりであることなどを説明した。出

席した所長からは、裁判所全体として､ ,記録の歴史的社会的意義を共有して、記

録廃棄の問題を真筆に受け止め、適切な記録の保存に取り組んでいく必要がある

などの発言があった。

3事務的協議

裁判所が継続的に質の高い司法サービスを提供していくためには、裁判所の将

来を担う世代の裁判官・職員の活力を最大限発揮することができる環境整備が必

要であることが確認された。デジタル化にとどまらず、今後の裁判所の在り方に

ついて、これまでの考え方に捉われず、柔軟な新しい発想で検討していく必要が

あるところ､将来を担う世代の意見を取り入れていくことが重要であるとの意見

が多数出された。将来を担う世代の意見を取り入れることができているかについ

ては、近時のデジタル化についての意見交換を中心として従来よりも取り入れら

れていると受け止めている者もいるとの意見がある一方で、未だ十分でないとの

指摘が多く出され、その要因についても議論された。これらを踏まえ、所長にお
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いては､‘将来を担う世代の裁判官・職員の意見を適切に汲み取ることができるよ

う環境を整えるとともに、その意見をこれまで以上に活用していけるよう一層の
｡。 O

工夫を行うことが必要であり、上級庁としても、そのような所長の取組を支援し

）

ていく必要があるとの認識が共有された。
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